
福島県消費者基本計画の策定について

令和２年１１月２日

消 費 生 活 課

１ 現状

地方消費者行政の充実・強化に向け令和２年４月１日に策定された地方

消費者行政強化作戦2020において 「地方版消費者基本計画の策定」が政策、

目標の一つとして掲げられた。

本県においても、消費者問題が多様化・複雑化している状況を踏まえ、

消費者を取り巻く環境の変化や新たな課題等に適切に対応した消費者政策

を推進することを目指し、計画的・安定的な取組推進の前提として、第４

期消費者基本計画を参考とした地方版計画を策定する必要がある。

２ 消費者教育推進計画を兼ねた消費者基本計画策定について

（１）意義

ア 新たに策定する福島県消費者基本計画に消費者教育推進計画としての

側面を持たせることにより、関連施策等を踏まえた一体的な消費者教育

の推進が図られる。

イ 新型コロナウイルス感染症への対応により策定時期が延期された新た

な「福島県総合計画」の計画期間と歩調を合わせることによって、本県

の消費者行政を効果的に推進することができる。

（２）概要の比較

４頁参照。

３ 消費者基本計画の策定に関する今後のスケジュール（案）

○令和２年１１月 消費生活審議会、消費者教育推進地域協議会

（消費者教育推進計画期間延長、消費者基本計画骨子案

の審議）

○令和３年 ２月 消費生活審議会、消費者教育推進地域協議会

（消費者基本計画素案の審議）

○令和３年 ５月 消費生活審議会、消費者教育推進地域協議会

（消費者基本計画中間整理案の審議）

○令和３年 ７月 パブリックコメント

○令和３年 ９月 消費生活審議会、消費者教育推進地域協議会

（消費者基本計画案の審議）

○令和３年１０月 生活環境部内決裁（消費者基本計画の決定）



福島県消費者基本計画骨子案

第１ 計画の基本的な考え方

１ 計画の位置づけ

・福島県民の消費生活の安定及び向上に関する条例及び消費者基本法に基づき、

県の消費者施策を総合的かつ計画的に推進していくための計画。

・消費者教育の推進に関する法律第10条に基づく消費者教育推進計画。

２ 計画期間

次期総合計画の始期から令和７年度まで

第２ 消費者を取り巻く現状と課題

１ 消費者を取り巻く経済・社会環境の変化

（１）高齢化の進行

（２）ＩＣＴ（情報通信技術）化の進展

（３）民法の改正による成年年齢引下げ

（４）ＳＤＧｓの採択

（５）多様化・複雑化する消費者問題、商品やサービスに対する不安

（６）グローバル化の進展

（７）災害発生等に関連する消費者トラブル等

（８）消費者教育の推進の必要性

２ 福島県における消費者被害の現状

第３ 基本理念

県民だれもが、自ら考え自ら行動できる自立した消費者となり、安心して安全

で豊かな消費生活を営むことができる、消費者被害のない社会の実現

第４ 施策の展開

１ 消費者被害の防止と救済

（１）消費生活相談体制の充実・強化

（２）市町村の消費生活相談処理に対する支援

（３）多重債務問題への対応

（４）見守りネットワークの推進

（５）関係機関や消費者団体等、多様な主体との連携・協働

２ 安全・安心な消費生活の確保

（１）商品等の表示等の適正化、消費生活取引の適正化

（２）消費者事故情報の収集・共有・周知

（３）食品の安全性の確保



３ 震災復興関連事業

（１）食の安全・安心推進事業等

（２）自家消費野菜等放射能検査事業

（３）消費者風評対策事業

４ 消費者教育の推進

（１）消費者の特性に配慮した体系的な消費者教育の推進

（２）若年者への消費者教育の充実・強化

（３）高齢者の消費者被害の未然防止

（４）社会情勢の変化に対応した消費者教育、情報提供

（５）多様な教育の担い手との連携

第５ 計画の推進体制と進行管理

１ 計画の推進体制

福島県消費生活審議会及び福島県消費者教育推進地域協議会に加え、庁内関係部

局や市町村と連携し、計画的・効果的に推進する。

２ 計画の進行管理

毎年度、事業の進捗状況について福島県消費生活審議会及び福島県消費者教育推

進地域協議会に報告するとともに、県ホームページにおいて広く県民に公表する。



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
  
  

はじめに（計画の基本的な考え方）    

１ 計画策定の趣旨 

２ 計画の位置付け 

３ 計画の期間 

Ⅱ 消費者教育の推進の基本的な方向 

１ 体系的な消費者教育の推進                   

 （１)消費者教育が育むべき力 

 （２）消費者教育の体系イメージマップ  

２ 効果的な消費者教育の推進          

 （１）消費者の特性に配慮して実施 

 （２）ライフステージに応じた教育の場の活用 

 （３）各主体の役割と連携・協働  

 （４）関連教育との連携推進 

Ⅲ 消費者教育の推進の内容 

１ 様々な場における消費者教育 

 （１）学校等 

 （２）地域社会 

 （３）職域 

２ 消費者教育の人材の育成・活用 

３ 教材等の作成・活用 

４ 当面の重点事項 

Ⅳ 関連する他の消費者施策との連携         

１ 消費者の安全・安心の確保 

 ◆ 食と放射能に関するリスクコミュニケー 

ション  

２ 苦情処理・紛争解決の促進 

Ⅴ 計画の推進体制、進行管理 

第１ 計画の基本的な考え方 

１ 策定の趣旨 

２ 計画の位置づけ 

３ 計画期間 

第２ 消費者を取り巻く現状と課題 

１ 消費者を取り巻く経済・社会環境の変化 

（１）高齢化の進行 

（２）ＩＣＴ（情報通信技術）化の進展 

（３）民法の改正による成年年齢引下げ 

（４）ＳＤＧｓの採択 

（５）多様化・複雑化する消費者問題、商品や 

サービスに対する不安 

（６）グローバル化の進展 

（７）災害発生等に関連する消費者トラブル等 

（８）消費者教育の推進の必要性 

２ 福島県における消費者被害の現状 

第３ 基本理念 

第４ 施策の展開 

１ 消費者被害の防止と救済 

（１）消費生活相談体制の充実・強化 

（２）市町村の消費生活相談処理に対する支援 

（３）多重債務問題への対応 

（４）見守りネットワークの推進 

（５）関係機関や消費者団体等、多様な主体と 

の連携・協働 

２ 安全・安心な消費生活の確保 

（１）商品等の表示等の適正化、消費生活取引 

の適正化 

（２）消費者事故情報の収集・共有・周知 

（３）食品の安全性の確保 

３ 震災復興関連事業 

（１）食の安全・安心推進事業等 

（２）自家消費野菜等放射能検査事業 

（３）消費者風評対策事業 

４ 消費者教育の推進 

（１）消費者の特性に配慮した体系的な消費者 

教育の推進 

（２）若年者への消費者教育の充実・強化 

（３）高齢者の消費者被害の未然防止 

（４）社会情勢の変化に対応した消費者教育、 

情報提供 

（５）多様な教育の担い手との連携 

第５ 計画の推進体制と進行管理 

１ 計画の推進体制 

２ 計画の進行管理 

Ⅰ 消費者教育推進の意義 

１ 消費者を取り巻く現状と課題 

２ 消費者教育の成り立ち 

３ 消費者教育の推進の必要性            

 （１)消費者の自立を支援  

 （２）消費者市民社会の形成に寄与 

消費者教育推進計画 消費者基本計画 

概要の比較 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費生活課 

計画移行イメージ 

消費者教育推進計画 

消費者基本計画 

消費生活課 

・消費者行政の推進 
・消費者教育 

普及啓発 

・消費者保護の推進 
・消費生活協同組合の育成 
・食の安全・安心推進事業 
等 

・自家消費野菜等放射能 
検査事業 

・消費者風評対策事業 

・消費者行政の推進 
・消費生活センターの 
管理・運営 

・消費者保護の推進 

企画指導 相談支援 

・消費者行政の推進 

・消費者教育 

普及啓発 

・消費者保護の推進 

・消費生活協同組合の育成 

・食の安全・安心推進事業 

等 

・自家消費野菜等放射能 

検査事業 

・消費者風評対策事業 

・消費者行政の推進 

・消費生活センターの 

管理・運営 

・消費者保護の推進 

企画指導 相談支援 

消費生活課の普及啓発が担当している
「消費者教育」が主な内容 

消費生活課が行っている消費者行政全体を
網羅した内容 
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